











































































































































混　　　　　雑 X X X X X X X X X
大　気　汚　染 X X X X X
海上ならびに海岸汚染 X
騒　　　　　音 X X X X X X
振　　　　　動 X X X X
景　観　破　壊 X X X X X
汚物底らびに塵挨の影
轡 X X X X
近隣への影響 X X
過少の代償で蚊用され
た財産 X X X X X X
事　　　　　故 X X X X X X X X
出所：Foster〔5〕P・12．
　3－2価格形成原理
価格形成原理としては，
（8）価格形成は短期隈界費用（Sho竹Rm　Marginal　Cost一以下SRMCと略す）
　に茎づくべきである（長期では規模収獲逓増的である産業で，経済原理と
　経営原理の衝突がある場合を除く）。
（9）あらゆる交通機関に関して，SRMCは混雑を含むものと定義されるぺき
　であり，価格ないし他の政策や規制に直接関違づけられるべきである。
⑩投賛の誤りがあった場合，底いし別の理由より結果が見通しに反した場合，
　価格を決定する上では過ぎ去ったことは過ぎ去ったこととして考えるぺき
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　　である。
⑭有効競争が行なわれる場合，価格は限界費用を反映すると仮定する方が・
　　価格を隈界費用に基づいて決定すべきだとすることより好ましい。という
　　のは，この方が追カ藺的行政費用や他の費用を回避できるからである。
⑫限界費用を反映した行政価格ないし規制価格は，企業が実質的独占力をも
　　つサービスに限定さるべぎである。
（I3私的限界費用に基づいた価格が資源の誤配分を導くというような市場の不
　　完全性が存在する場合には，次善の問題（sec㎝d－best　problem）としてそ
　　の状況を分析する必要があり，価格は最も効率的な資源の配分をもたらす
　　ように調整さるべきである。
　⑭交通投資の転換と交通政策の変更は，これによって影響を受ける人々がそ
　　のためにこれ以上悪い状況に置かれてはならないという意味でパレート最
　　適でなげればならない（これが交通企業の競争による利潤の損失に適用さ
　　るべきかに関しては，いくつかの疑問がある）。
’蝸外部性が存在する場合，価格は外部性を相殺するように変えられうる。
　⑯価格はまた再分配政策を達成するようにも修正されうる。
などが指摘されている。ここでの提唱の中心は短期隈界費用価格形成原理であ
る。シソポジウムでの論点もここに集中した。
　周知のように，公益事業の分野における隈界費用価格形成原理6）（mar釦乱1
coSt　pri・i㎎principle）はフル・コスト原理，その典型としての平均費用価椿
形戎原理（average　cOst　prici㎎principle）への批判として，デュブィを経て
1938年ホテリソグによって理論的に整理提喝されたものである（Hote1li口g〔8〕）。
改めて繰り返すまでもたく，赤テリソグの主張は，「たとえサービスが費用逓
滅の下で生産される場合においてさえも，隈界費用に等しく価格を設定する方
が望ましい。そのために生ずる損失は，個人の満足の減少度の小さい直接税に
よって補填すべきである。」と要約される。わが国においてホテリソグの理論
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は大石〔15〕によって支持的に紹介され，近年中村〔14〕によってホテリソグ自身
の原論文以上に極めて厳密に再構成されている。もとより，隈界費用価格形成
原理に批判的立場をとる人々も多く一代表的には熊谷〔11〕一，いわゆる隈
界費用価格形成論争7）（marginal　cOst　phcing　cOntroversy）として，現段階でも
定説はないといえる。特に，価格形成による産出量調整と投資規準論による投
資量調整というホテリ：■グ流の二分法と，これに対する所得再分配を問題とし
た場合の二分法への反論に関しては，依然として支配的な見解は提示されてい
ない。加えて一方，比較的最近になって，限界費用価格形成原理に対する主要
な間題点としての次善の問題にいわぱ対応するものとして，平均費用価格形成
原理を論ずる際のいわゆるアバーチ・ジョソソン効果8）（A－J胱ect）の間題が
盛んにとり上げられるように在ってきている。この意味でも価格形成原理をめ
ぐっての議論は当分続くものと思われる。9）
　フォスターがSRMC原理を提唱する背景として，そこで問題とされる①そ
の適用の実行可能性，②完全競争の仮定，③次善の問題などに関しても，彼が
一般より楽観的な見方をしている点が挙げられる。すなわち，②についてはイ
ギリスでは満たされているとの見解を示し（この点で，フォスターと同じイギ
リス人より批判的なコメントがよせられていたが），①，③については，1980
年代には明確な方法の確立なり，コソセソサスが得られるようになるであろう
と指摘している。ただし，フォスターが限界費用を短期でとったことに対して，
彼には長期的計画の視点が欠けているとの批判がよせられた。すなわち，欧州
での交通投資ないしこれに関連して問題とされる運賃政策については，低開発
国の場合とはちがって，SRMC原理は適当でないのではないかというもので
ある。
　価格形成原理に関するフォスターの見解もその論文においては厳密な理論的
展開は省略されているが，総じてこれに対するコメソトも理論的背景に欠ける
きらいがあった。われおれが知りたいのは実はこの背景となる理論であった。
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これらのコメソトは要約的には，①サービスの質の向上には企業にインセソテ
ィブを与える平均費用価格形成が適しており，隈界費用で行なうべきだと断言
するのには疑間である，②その具体例としてのピーク・ロード・プライシソグ
（peak・10ad　Prici㎎）には同意できない，③SRMC原理の実行可能性には依然
として疑間である，ということができよう。
　　3－3効　率　性
　1980年代までには受け入れられるであろうと期待される効率性に関する原理
は，
　⑰すべての交通企業は自らの技術上の効率性についての研究を規則的に行な
　　い，自らの成果を改善するための企業問比較を行なうことになろう。
　⑱交通企業が独占力をもつ場合，ないし交通企業が自らの緩慢さのために独
　　占力を行使しているのではたいという証拠がある場合，調査機関などの外
　　部機関は交通企業の成果を改善するために，生産性の研究，効率性の研究
　　によって，交通企業に刺激を与えることができよう。
という2点である。これらのための資料を集めることができれば，（1カ，⑱は容
易にたるであろうという見解である。これは常識的たものであり（成果がどの
ように表われるかは別間題であるが），　コメソトもほとんどよせられていなか
った。
　　3－4交通経営者と公共サービス
　この点に関しては，3－5で述べる政府の役割と密接に関連するとしながら，
　㈹計算の規準化，より一般的には利潤のあがらないサービスを提供するとい
　　う面で特別の補助を受けている交通企業の計算の規準化原理の確立。
　⑳マネジメント・テクニックスをより広範囲に拡大する原理の確立。
がなされているだろうと予見している。
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　ここでのフォスターの主張の中心は相互補助（cross－subsidizati㎝）を真向う
から批判している点である。これは政府の役割の原則㈱ではっきりと示されて
いる（3－5参照）。ここでの論点は相互補助は①資源配分をゆがめる，②競争
の促進には不必要である，と要約できる。①については，例えば都市（セソト
ラル・サービス，放射状サービスが最も利潤をあげうる）で相互補助を行なわ
なければ，セソトラル・ルート，放射状ルートでの料金は安くなり，公共交通
は私的交通にくらべて10）優位性を発揮できると指摘し，②については，鉄遣の
相互補助が公正競争を破壌するため，トラック業者の生活権が奪われていると
して，鉄遣の相互補助政策を厳しく攻撃している。この点では，鉄道関係者よ
り事実誤認であるとの反論がこれまた厳しくなされた。しかし，フォスターは
本来の椙互補助の目的は利用者の利益の上に立って，これを行なわなければ利
潤のあがらないために提供されえないサービスを提供するためのものであるの
に反し，現実には多くの場合効率的な交通機関を危機に追いやることになって
いるとの見解を明言している（傍点は筆老）。事実，1968年の英国運輸法では
相互補助を制限するための条項を設げていると主張し，1980年代にはこのよう
な考え方が広く認められるようになるであろうとしている。この議論はわが国
の鉄道と自動車の関係を論ずる上では，いささか質を異にしている。11）
　また，彼は公共サービス供給の上にもこの考え方を延長している。一般に，
公共サービスの特色としては，①規模の経済性がある，②生産された財・サー
ビスの移動性が欠如している，③需要の価格弾力性が低い，という点があげら
れる（例えば，中村〔13〕）。この公共サービスにも商業原理（commercial　cri－
teri㎝）を用いるべきだとしている。要するに・競争原理を導入することによ
って，交通企業に経営努力を強く要請しているのである。シソポジウムでは，
実務に携るコメソターより，このことは十分承知しており指摘されるまでもな
いことだという多くの発言がなされた。一方，交通サービスについて，依然と
して混乱している公共財の議論をここでもち出さなかったのは，実のある政策
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実現のためというECMTの冒的からして，ある意味では賢明であったともい
えよう。
　　3－5政府の役割
混合経済体制におげる政府の役割については，多くの所で議論が行なわれて
いる。交通サービスの性格上，この議論には交通の分野が格好の場所を提供し
ているといえよう。
　一般にわが国で交通政策云々が問題とされる場合には，ほとんどが政府の交
通部門に対する政策として扱われている（図1）。そして，その内容には公共投
資政策，公共的規制政策，推進政策などが挙げられな（図2）。すなわち，狭義
には政府の役割即交通政策と考えられるのであ乱これにくらべれば，フォス
ターの交通政策の把え方はより広いものといえよう。彼は1980年代にコンセソ
サスが得られるであろう政府の役割についての原理を，
　⑳政府は交通部門では利用老を独占力から保護すべきであり，その際に採用
　　すべき価格形成原理はSRMC原理である。
　⑳独占利潤がもたらされていようといまいと独占力が存在する場合，ないし
　　隈界費用価格形成の採用により独占力を行使することが制約されている場
図一政府、交通部門，経済都門の関係
政　　府
　⑥
　　　　　　、、
　　　　　　　＼①⑤’　　　　　・
！　　　　②、・
　’　　　　　　　　　　　、1
①国の政策目標と交通部
　門の関係
②交通政策の範囲と内容
③交適部門の違賃料金政策
④交適サービスの供給体制
⑤租税政策
⑥政府の調整機能
　　　　　　　④
経済部門　　　　交通部門
（交通部門を除く〕③
　　　出所：経済審議会杜会資本研究委員会〔10〕μ41。
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図2交通政策の範囲
投資基準・順位決定
公共投資政策
投資の地城配分
交
公共義務規制通
公共的規制政策　　　　　公共料金規制
政 その他の制隈
策
補　助　政　策
推進政策 狐税優遇措置
その他助成政策
　　　　　　　出所：経済審議会杜会資本研究委員会〔10〕p．45．
　合，政府には効率の改善を促進する責任がある。
⑳政府は，公共交通企業は営利目的を採用すべきであるという原則を用いる
　ことによって，および原価が償われないサービスは政府に支払われるべき
　だという原則を用いることによって，交通部門の競争の効力を増犬させる
　であろう。
㈱公共交通企業，私的交通企業における相互補助を妨止することによって，
　政府は競争を改善する行動をとるべきである。というのは，相互補助は資
　源の誤配分を導き，「公正でない」競争を招くであろうからである。
⑳政府ば大交通企業を，お互いに競争を試み，相殺力を行使しあう効率的な
　小さい単位に分割することによって，競争を促進するように努力すべきで
　ある。
㈱いかなるサービスが供給されるかを決定すること，およびそのサービスが
　どのような条件で供給されるかを取決めることは政府の義務であ乱関税
　同盟内では，輸出補助ないし輸入税（これらは関税同盟以外では地域政策
　のある要素なのである）という効果を狙って，政府が交通補助を与えたり，
　交通税を課したりすることを認めるべきではないとわれわれは考える。わ
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　　れわれは同じことを国家の内で期待するのである。
㈲貧しい人々，ないし公共交通システムが衰退した場合私的交通を利用でき
　　ないような人々を助ける手段としての交通に政府が補助を与えることをわ
　　れわれは期待する。
　鯛1980年代までには，補助の目的が一旦確立されてしまえば，交通機関に関
　　係なくその目的を達成する最も効率的な手段を容易に選択できるようにな
　　るとわれわれは期待できよう。
　鶴政府は交通の外部効果を是正する解法を見出すように介入を行なうことに
　　なろう。
と整理している。
　以上より政府の役割を要約すれぼ，①独占よりの利用者の保護，②競争の促
進，③補助政策の明確化，④外部性の是正，ということになる。この申で比較
的内容が多様なものが②であり，相互補助の排除，競争者数の増加，多種交通
機関にわたる巨大投資の実施などが含まれている。計画論で生ずる非効率な面
をこれによって補おうというものである。
　他の経済部門に対してよりも，交通部門に対する政府の役割は大きいもので
あるが，これは一般に経済体系の内容により変化するものである。この点から
すれば，1980年代の政府の役割を論ずることは極めて難しいことだといえる。
ちなみに，シソポジウムでは政府の役割に関して傾聴に値するコメソトには出
会わなかった。
4．　む　す　び
　ECMT第5回シンポジウムにおいて議論されたフォスターの交通政策につ
いての考え方を紹介してきた。わが国と欧州とでは1980年代における姿も異た
るであろうため，したがって政策を適用する範囲，背景も異なるためめ，彼の
見解がそのままわが国に適用できるとはいえないが，そこで展開された議論は
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基本的問題を整理する上では参考としうるであろう。
　フォスターの主張を極めて大胆に，かつ大薙把に要約すれぱ，「1980年代の
交通政策ば，社会的効率性追求のために交通料金決定原理としては短期限界費
用価格形成原理を採用し，その過程で生ずるであろう欠陥を補うために随所に
競争原理を導入すべきである」ということになろう。さらに，「外部性を正し
く評価に組み込むこと」がこれに追加される。この論旨自体は決して新しいも
のではなく，議論を呼びながらも過去多くの識者によって主張されてきたもの
である。ただし，フォスターはかなり害回り切った見解を示し，これを極めて楽
観的に主張している所に特色がみられる。
　今回のシソポジウムでは，フォスターが楽観主義をとるその背景となる論拠
をめぐって理論的に実りのある論争がみられなかったのは惜しまれる。われわ
れはこの点に最も多くの関心をよせているからである。本稿での最大の目的は
フォスターの見解とそれをめぐる議論を中心として，これをいちはやく紹介す
ることであった。それゆえ，ここでは突っ込んだ議論の展開は行なっていない。
したがって，今後の課題は本稿で述べておいた問題点の解卿こ自分なりの努力
を投入し，フォスターによる修正論文の発表をまって照合してみることであろ
う。
注
1）ECMTは1953制O月17周にブラヅセルで発足し，欧州の各種交通間題にっいて
　国際レベルで検討することを大き潅圓的としている。加盟国は現在，オーストリア，
　ベルギー，デンマーク，フランス，ドイツ，ギリシア，アイルランド，イタリア，
　ルクセンブルク，オランダ，ノルウェー，ポルトガル，スペイン，スウェーデン，
　スイス，トルコ，イギリスおよびユーゴスラビアの18ヵ国である。目本は1969年以
　来オブザーバーとLて参加してい飢
2）　ECMT第5回シンポジウムに関する全体的な報沓については拙稿〔21〕を参照さ
　れたい。
3）　例えばFoster　and　Beesley〔7〕，Foster〔6〕。前者の論文はア回一とシトフスキ
　ーによる厚生経済学のリーディングス（Anow　and　Scitoマsky〔2〕）に操用された
　婁実からも，その評価は高いといえよう。
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4）　公平さの議論について，大いに検討材料を与えるものとしてはFeldstein〔4〕を注
　目すべきであるo
5）　これは名薯A耐ow〔1〕にみられるが，その紹介文献とLでの稲岡〔9〕では，実に
　簡剛こ述べられている。
6）　特に断りのある揚合を除いて，単に隈界費用価格形成原理という場合には短期を
　さしている。本稿でも同じ扱いとする。
7）　隈界費用価格形成論争を匁る上で，論点を整理したものとしては運輸経済研究セ
　ンター〔20，第1章第2飾〕が明解である。また，Ruggles〔18〕は墓本的文猷であ
　る。
8）A－J効果についてはAveτchandJohnson〔3〕を出発点として多くの文献が表わ
　されている竈ここで，この問題を論ずる余裕はないが，A－Jモデルの基本は次のノ
　ン・リニアプログラミングとLて定式化されることだげを示しておき、詳しい展開
　については次の機会に譲る。
モデル1”簑1㌶；ニニ；讐
ここで・　π：利潤
　　　灼：資本
　　　狛：労働
　　　　2：κ1，狛を用いて単一の同質的生産物を生産している
　　　　　　　独■占企業の生産関数
　　　　　　　　　力：逆需要関数カ畠φ（2）
　　　　　　　　　汽：資本費
　　　　　　　　　灼：労働賃銀率
　　　　　　　　　∫ゴ報酬率（許容される値の最犬値）
9）　わが園で論点とされている焚通料金について・多角的にかつ商氷準で輸じたもの
　としては大肩・角本・中村・山根・武田〔16〕，〔17〕があり，ここではほとんどすべ
　ての申心的間題が網羅されている血これほ座談会の集録であるが，その内容は極め
　て示唆に箆むものである。
10）　公共炎遼と私的焚通の区別に関し一ては，「公共交通機関と私的交通機閨の区別の
　根拠は，サービスの直接消費箸がサービス登産に必要愈資本設備を所有Lている場
　合を私的爽通機関，賢本殺備そのものはサービス供給者が所有し不特定多数の需
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　要着一公共一を相手にし，サービスだけが売買される場合を公共交通機関とされて
　いるが，資本市場の完全性が仮定された場合，政策運賃決定の結果として期待され
　る所得分配効果の点を問題としない隈り，これを区別する本質的理南は見当ら淀
　い」（中村〔13〕）とする考え方が当を得ている。
11）　イギリスでは相互補助という場合には同一企業内でのことを指しているが（She－
　pherd〔19〕），わが国では異なった交通機関間につての議論に用いることがある。例
　えば，道路混雑の緒果，道路利用者相互剛こおよぼし合う外部不経済からの杜会的
　損失を緩和するために、道路利用者に混雑税を課L，その混雑税敢入を他の代替的
　交通機関に補助金として充当する，という考え方についてである（中村〔12〕）。な
　お，Shepberd〔19〕はいささか古い文猷ではあるが相互補助についての考え方を整
　理L，石炭産業を伽こあげて，これを批判的のみに扱うのは片手落ちだとの警告を
　している。
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